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研究成果 

総合情報学部 武市三智子 

 

１． 山口夕妃子他編著『地域創生マーケティングと SDGs』中央経済社、武市三智子「第

8 章 文化芸術政策と SDGs」 

 

本書は 2025 年 3 月発行予定であったが、まさに今朝（9/30）、出版社から初稿が送られ

てきて、これから校正に入るので、正式な発行は早くても年明けであろう。初稿原稿を要約

したものを添付する。（pp2-6） 

本書は日本の事例のみを扱ったため、記述として含められなかったが、ザルツブルク大学

の研究室で、ザルツブルク市の文化芸術政策などを教えてもらうことができたため、非常に

参考になった。 

 

２． Takechi, M. (2025). Facilitating sustainable consumption: Insights from Japan’s 

sharing economy. In E. Lienbacher, C. Vallaster, & A. Schliesselberger (Eds.), The 

companion to the circular economy, business & society: Collaborative system change. 

Cheltenham: Edward Elgar Publishing. 

 

当初は 2025 年 7 月 31 日発行予定であったが、8 月中旬に初稿を入稿したところなので、

発行までもうしばらくかかると思われる。したがって、こちらも初稿原稿を要約して添付す

る。（pp7-11） 

日本のシェアリングエコノミーとオーストリアのシェアリングエコノミーの認識に微妙

なずれがあることが分かって興味深かった。このずれは文献を読んでいただけでは気づか

なかっただろうと思われるので、ザルツブルク滞在の意義を実感することができた。 

また、今回、ヨーロッパにおける原稿の書き方など細かいことも教えてもらえたので、非

常に有意義でありがたい経験であった。 

 

＜国際部追記＞ 

2025 年 11 月 11 日に武市教員より、交換研究員派遣報告書の「５．出版・講演予定」に記

載した“Facilitating sustainable consumption: Insights from Japan's sharing economy”が、急

遽先方のご都合で掲載されないことになったため、当該部分削除の申し出があった。 
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山 口 夕 妃 子 他 編 著 『 地 域 創 生 マ ー ケ テ ィ ン グ と SDGs』 中 央 経 済 社  

武 市 三 智 子 「 第 8 章  文 化 芸 術 政 策 と SDGs」  

 

本 研 究 は 、文 化 芸 術 が 持 続 可 能 な 社 会 の 実 現 に 果 た す 役 割 を 、SDGs（ 持 続 可

能 な 開 発 目 標 ） の 理 念 お よ び 日 本 の 文 化 政 策 の 展 開 を 踏 ま え て 考 察 し た も の で

あ る 。特 に 、地 域 創 生 と 文 化 芸 術 政 策 の 接 点 に 焦 点 を 当 て 、東 京 都 豊 島 区 の「 文

化 に よ る ま ち づ く り 」 と 「 SDGs 未 来 都 市 」 へ の 取 り 組 み を 事 例 と し て 分 析 し

た 。  

 

1 研 究 の 背 景 と 目 的  

文 化 芸 術 は 、 人 間 の 精 神 的 豊 か さ を 支 え る と 同 時 に 、 社 会 の 共 生 基 盤 や 新 た

な 経 済 価 値 を 生 み 出 す も の で あ る 。2001 年 に 制 定 さ れ た「 文 化 芸 術 振 興 基 本 法 」

（ 2017 年 に 「 文 化 芸 術 基 本 法 」 に 改 称 ） は 、 文 化 芸 術 を 「 芸 術 」「 メ デ ィ ア 芸

術 」「 伝 統 芸 能 」「 芸 能 」「 生 活 文 化 」な ど 幅 広 く 定 義 し 、国 語 教 育 ま で を 文 化 芸

術 の 基 盤 と し て 位 置 づ け て い る 。 こ の 広 範 な 概 念 は 、 文 化 芸 術 を 単 な る 鑑 賞 対

象 で は な く 、 人 間 の 創 造 性 ・ 多 様 性 を 支 え る 社 会 的 要 素 と し て と ら え る 視 点 を

示 し て い る 。  

SDGs が 掲 げ る「 誰 ひ と り 取 り 残 さ な い 」と い う 理 念 は 、文 化 芸 術 の 多 様 性 尊

重 と 密 接 に 結 び つ い て い る 。 文 化 は 個 人 や 地 域 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ の 表 現 で あ

り 、 文 化 へ の ア ク セ ス の 保 障 は 人 権 の 一 部 と い え る 。 本 研 究 は 、 文 化 芸 術 と

SDGs と の 関 連 を 整 理 し 、 地 域 レ ベ ル で 文 化 が い か に 持 続 可 能 性 の 推 進 に 寄 与

し う る か を 明 ら か に す る こ と を 目 的 と し た 。  

 

2 日 本 の 文 化 政 策 と そ の 展 開  

2002 年 以 降 の「 文 化 芸 術 振 興 基 本 方 針 」で は 、文 化 芸 術 の 意 義 と し て 以 下 の

五 点 が 一 貫 し て 示 さ れ て き た 。  

①  人 間 ら し い 生 を 支 え る 糧 で あ る こ と 、 ②  共 生 社 会 の 基 盤 で あ る こ と 、 ③  

高 付 加 価 値 な 経 済 活 動 を 生 み 出 す こ と 、④  科 学 技 術 の 進 展 に 人 間 尊 重 の 視 点 を
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も た ら す こ と 、 ⑤  文 化 の 多 様 性 と 国 際 的 理 解 を 促 進 す る こ と 、 で あ る 。  

こ れ ら は 文 化 芸 術 が 経 済 的 豊 か さ の 副 産 物 で は な く 、 人 間 社 会 の 根 幹 を な す 要

素 で あ る こ と を 示 し て い る 。  

し か し 、 文 化 庁 の 調 査 に よ れ ば 、 日 本 の 文 化 関 連 支 出 は 主 要 国 の 中 で 最 も 低

く 、 特 に 文 化 財 保 護 へ の 偏 重 が み ら れ る 。 文 化 芸 術 を 支 え る 環 境 整 備 や 人 材 育

成 へ の 投 資 は 依 然 と し て 不 十 分 で あ り 、 文 化 政 策 の 重 点 を 「 保 存 」 か ら 「 創 造

と 参 加 」 へ と 転 換 す る 必 要 が あ る 。  

こ の よ う な 背 景 の も と 、 近 年 で は 文 化 を 経 済 政 策 の 一 部 と し て 捉 え る 動 き が

強 ま っ て い る 。ス ロ ス ビ ー（ 2014）が 指 摘 す る よ う に 、文 化 活 動 は 創 造 産 業 を

通 じ て 地 域 経 済 に 寄 与 し う る と 同 時 に 、 地 域 ア イ デ ン テ ィ テ ィ の 形 成 に も 関 わ

る 。 文 化 を 経 済 的 に 評 価 す る こ と は 有 効 で あ る が 、 経 済 的 効 果 の み を 基 準 と す

る こ と は 、 文 化 芸 術 の 多 様 性 を 損 な う 危 険 を は ら む 。 そ の た め 、 文 化 政 策 に は

地 域 の 特 性 と 価 値 観 を 尊 重 す る 視 点 が 不 可 欠 で あ る 。  

 

3 SDGs と 文 化 の 位 置 づ け  

SDGs の 17 目 標・169 タ ー ゲ ッ ト に お い て 、「 文 化 」は 直 接 的 に 多 く 登 場 す る

わ け で は な い が 、教 育（ ゴ ー ル 4）、経 済 成 長（ ゴ ー ル 8）、住 み 続 け ら れ る ま ち

づ く り（ ゴ ー ル 11）な ど に お い て 文 化 の 要 素 が 明 記 さ れ て い る 。特 に 、文 化 多

様 性 の 尊 重 や 文 化 遺 産 の 保 全 、 持 続 可 能 な 観 光 推 進 と い っ た 項 目 は 、 文 化 が 社

会 的 ・ 経 済 的 ・ 環 境 的 側 面 の 橋 渡 し を す る 存 在 で あ る こ と を 示 し て い る 。  

内 閣 府 が 実 施 す る「 SDGs 未 来 都 市 」事 業 に お い て も 、文 化・芸 術 を 中 心 に 据

え る 自 治 体 は 近 年 増 加 傾 向 に あ る 。 伝 統 芸 能 や 工 芸 な ど 地 域 固 有 の 文 化 資 源 を

再 評 価 し 、 観 光 、 教 育 、 ま ち づ く り と 連 携 さ せ る 取 り 組 み が 多 く 見 ら れ る 。 こ

の よ う な 動 き は 、 文 化 が 地 域 の 持 続 可 能 性 の 中 核 的 要 素 と な り つ つ あ る こ と を

示 唆 し て い る 。  

 

4 東 京 都 豊 島 区 の ま ち づ く り の 取 り 組 み  

東 京 都 豊 島 区 は 、財 政 危 機 や 人 口 減 少 の 危 機 を 乗 り 越 え 、「 文 化 に よ る ま ち づ
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く り 」を 一 貫 し て 推 進 し て き た 自 治 体 で あ る 。2004 年 の 文 化 政 策 懇 話 会 提 言 を

契 機 に「 文 化 創 造 都 市 宣 言 」を 行 い 、2006 年 に は「 文 化 芸 術 振 興 条 例 」を 制 定

し た 。 文 化 を 区 政 の 中 心 に 据 え る 方 針 は 、 財 政 再 建 期 に も 揺 る が な か っ た 。  

2014 年 に「 消 滅 可 能 性 都 市 」と 指 摘 さ れ た こ と を 契 機 に 、区 は 文 化 を 基 軸 と

す る 持 続 可 能 な 都 市 構 想 を 再 構 築 し 、2016 年 に「 国 際 ア ー ト・カ ル チ ャ ー 都 市

構 想 」 を 策 定 。 サ ブ カ ル チ ャ ー か ら ハ イ カ ル チ ャ ー ま で を 包 含 す る 多 様 な 文 化

を 都 市 の 強 み と し て 位 置 づ け た 。こ の 取 り 組 み は 2019 年「 東 ア ジ ア 文 化 都 市 」

開 催 へ と 発 展 し 、 豊 島 区 は 国 内 外 か ら 注 目 を 集 め る 文 化 都 市 へ と 成 長 し た 。  

同 区 は 2020 年 、「 SDGs 未 来 都 市 」 と 「 自 治 体 SDGs モ デ ル 事 業 」 に 同 時 選

定 さ れ た 。 既 存 の 文 化 政 策 と SDGs の 理 念 を 統 合 し 、 文 化 芸 術 を 通 じ て 持 続 可

能 な 地 域 社 会 の 実 現 を 図 る 点 が 評 価 さ れ た 。 特 に 、 住 民 参 加 型 の 仕 組 み で あ る

「 豊 島 区 国 際 ア ー ト ・ カ ル チ ャ ー 特 命 大 使 ／ SDGs 特 命 大 使 」 制 度 は 特 徴 的 で

あ る 。 賛 同 金 を 納 め れ ば 誰 で も 参 加 で き 、 イ ベ ン ト 企 画 や 発 信 活 動 を 通 じ て 区

の 文 化 的 魅 力 を 広 げ て い る 。 こ の 制 度 は 地 域 住 民 に よ る 文 化 創 造 を 促 進 し 、 多

様 な 価 値 観 を 共 生 さ せ る 場 と な っ て い る 。  

豊 島 区 の 取 り 組 み は 、 SDGs を 新 た に 導 入 す る の で は な く 、 既 存 の 文 化 政 策

を SDGs の 枠 組 み と 接 続 さ せ 、 相 乗 的 に 発 展 さ せ た 点 に 意 義 が あ る 。 こ れ は 、

文 化 芸 術 政 策 と 持 続 可 能 性 の 理 念 が 対 立 す る も の で は な く 、 相 互 補 完 的 で あ る

こ と を 示 す 好 例 で あ る 。  

 

5 こ の 事 例 か ら の 学 び  

本 研 究 の 分 析 か ら 、文 化 芸 術 は SDGs の 目 標 達 成 に お い て 直 接 的 な 項 目 と し

て は 少 な い も の の 、 持 続 可 能 な 社 会 の 形 成 に お け る 基 盤 的 要 素 で あ る こ と が 明

ら か に な っ た 。 文 化 は 人 間 の 創 造 性 を 育 み 、 地 域 の 多 様 性 を 支 え 、 経 済 的 価 値

と 社 会 的 包 摂 の 両 立 を 可 能 に す る 。  

豊 島 区 の 事 例 は 、 文 化 政 策 が 経 済 的 ・ 社 会 的 ・ 環 境 的 側 面 を 統 合 す る 実 践 的

モ デ ル と な り う る こ と を 示 し て い る 。 文 化 を 通 じ て 地 域 住 民 が 主 体 的 に 関 与 す

る こ と で 、 自 治 体 の 施 策 が 一 方 向 的 な 「 供 給 」 か ら 共 創 的 な 「 協 働 」 へ と 変 化
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し て い る 。  

今 後 、 文 化 芸 術 政 策 を SDGs の 文 脈 で 推 進 す る た め に は 、 ① 文 化 の 社 会 的 価

値 の 定 量 化 と 可 視 化 、 ② 地 域 特 性 に 基 づ く 多 層 的 な 政 策 設 計 、 ③ 国 ・ 自 治 体 ・

市 民 ・ 民 間 が 連 携 す る 協 働 体 制 の 構 築 が 求 め ら れ る 。 文 化 芸 術 を 「 地 域 資 源 」

と し て の み な ら ず 、「 持 続 可 能 性 を 支 え る 社 会 的 イ ン フ ラ 」と し て 位 置 づ け る 視

点 が 重 要 で あ る 。  

本 研 究 は 、文 化 芸 術 政 策 の 新 た な 可 能 性 を 地 域 創 生 と SDGs の 融 合 の 中 に 見

出 し 、 文 化 が 社 会 の 持 続 可 能 な 発 展 に 寄 与 す る 道 を 理 論 的 ・ 実 証 的 に 示 し た 。

文 化 芸 術 の 多 様 性 を 尊 重 す る こ と こ そ が 、 持 続 可 能 な 社 会 の 基 盤 を 築 く 鍵 で あ

る と 結 論 づ け ら れ る 。  
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Facilitating Sustainable Consumption: Insights from Japan’s 

Sharing Economy 

Michiko Takechi  0009-0000-7026-9513 

 

Abstract: This chapter examines how Japan’s sharing economy addresses the gap between 

consumers’ environmental awareness and their actual behaviour. While cultural values such as 

mottainai reflect strong concern for waste reduction, Japanese consumers remain cautious about 

adopting sharing services. The companies analysed here are strongly committed to environmental 

goals, yet they deliberately avoid imposing ecological messaging. Instead, they highlight 

affordability, convenience, and enjoyment as primary benefits, while presenting sustainability as a 

clear but secondary value. Case studies of Kuradashi, airCloset, and i-kasa illustrate how these 

platforms engage both highly eco-conscious consumers and those with limited interest in 

sustainability. By framing environmental benefits as indirect yet visible advantages and leveraging 

strategic partnerships, the platforms advance Circular Economy goals while gradually shaping 

consumer attitudes. This model shows how aligning business strategies with diverse consumer needs 

can effectively bridge the awareness–action gap and foster more sustainable consumption practices. 

 

Keywords: Sharing Economy; Sustainable Consumption; Awareness–Action Gap; Circular 

Economy; Consumer Behaviour; Japan 
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This paper explores the distinctive characteristics of Japan’s sharing economy, focusing on how 

cultural values, business strategies, and consumer attitudes intersect with sustainability goals. 

Unlike the narrow peer-to-peer model emphasized in international discussions, Japan’s 

understanding of the sharing economy is broader, encompassing practices that promote resource 

circulation and waste reduction. Rooted in the cultural ethos of mottainai—the aversion to 

waste—this interpretation extends “sharing” to include business models such as surplus food 

redistribution and product rental. 

 

Despite widespread environmental awareness in Japan, a persistent awareness–action gap 

remains. Surveys reveal that while most Japanese acknowledge climate change and the need for 

sustainable consumption, few have altered their behavior. Consumers prioritize convenience, 

cost, and reliability, and practices such as renting or buying second-hand are not yet 

mainstream. Younger generations, however, show growing openness to sharing-based lifestyles, 

suggesting potential for gradual change. 

 

In contrast, Japanese businesses have become increasingly proactive. The proportion of 

companies engaging with the SDGs has more than doubled since 2020, and many entrepreneurs 

cite solving social issues as a core motivation. Within this context, firms in the sharing economy 

sector pursue sustainability indirectly, framing their services around practical and emotional 

value rather than environmental virtue. This approach not only appeals to a wider audience but 

also embeds sustainability into everyday consumption habits. 

 

Three representative cases illustrate this dynamic. Kuradashi operates an online marketplace 

that resells surplus food at discounted prices. By purchasing products near expiration or with 

damaged packaging, it reduces food waste while offering affordable goods and donating part of 

its proceeds to social causes. The company’s success depends heavily on partnerships with 

nearly 2,000 suppliers, amplifying its environmental and social impact. 

 

airCloset offers a clothing subscription service that allows users to rent curated outfits, 

emphasizing “time value”—the convenience and enjoyment of discovering new styles without 

ownership responsibilities. While sustainability is subtly communicated, the service’s main 

appeal lies in efficiency and personalization. Through collaborations with fashion retailers and 

expansion into furniture and appliance rentals, airCloset contributes to resource circulation 

within the broader circular economy. 
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i-kasa provides a unique umbrella-sharing service accessible through smartphone QR codes at 

numerous city locations. By enabling users to borrow and return umbrellas anywhere, it reduces 

reliance on disposable alternatives. The company balances sustainability messaging with a focus 

on design, affordability, and ease of use. Partnerships with railways, shopping centers, and 

universities have been crucial to scaling the service and normalizing shared consumption. 

 

Across these cases, several commonalities emerge. Each company embeds sustainability within 

user-centered value propositions—affordability, convenience, enjoyment, and trust—rather than 

moral appeals. All three rely on partnerships to expand networks and maximize social impact. 

Collectively, they demonstrate how “quiet sustainability,” where ecological benefits are 

integrated but not foregrounded, can effectively narrow the gap between awareness and action. 

 

Japan’s sharing economy thus offers an alternative model of sustainable consumption—one 

grounded in cultural values and pragmatic innovation. Rather than demanding behavioral 

change upfront, it encourages participation through everyday convenience, gradually cultivating 

environmental awareness. Future research should explore how such indirect pathways to 

sustainability can be applied beyond Japan, particularly in societies where similar tensions 

between awareness and practice persist.  
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